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市民公開企画 被爆 80 年 被爆体験と継承の取り組み 

被爆体験の継承は私たちの役割 

   

核戦争を防止する兵庫県医師の会は 5 月 17 日

に市民公開講演会を開催。「被爆 80 年 被爆体験

と継承の取り組み」をテーマに広島原爆の語り部

の近藤紘子さん、兵庫県被爆二世の会会長の中村

典子さんが講演し、市民ら 66人（うち Zoom16 人）

が参加した。 

 

 近藤さんは生後 8 カ月で被爆。牧師である父・

谷本清さんは自身も被爆しながら救護活動に尽力

していたと紹介。10歳のころ、被爆体験の講演で

アメリカを周遊していた谷本さんと共にテレビ番

組に出演、広島に原爆を投下したエノラ・ゲイの

副操縦士だったロバート・ルイス氏と対面するこ

ととなった。原爆により多くの犠牲者や孤児が生

み出されたことから、近藤さんは「原爆を落とし

たやつをこらしめ仇を取る」と幼少期から心に決

めていた。しかしルイス氏が「私はなんというこ

とをしたのか」と涙をこぼす姿を見て、相手も同

じ人間であり、「私が憎むべきは戦争を起こす人た

ちだ」と気が付いたと語った。そして、次の時代

を担う子どもたちには戦争のない平和な世界で生

きてほしいこと、日本が先頭に立って核のない世

界に変えなければならないと語った。 

 広島でレントゲン技師をしていた中村さんの父

親は爆心地から 1.7 キロで被爆。中村さんは自身

が甲状腺がんに罹患したことから、被爆二世とし

ての自覚を持ち、2012 年に発足された、日本原水

爆被害者団体協議会

（日本被団協）の二

世委員会で中心的に

活動。県被団協の二

世の会では、被爆者

の高齢化により証言

を語れる方が少なく

なったことから、紙

芝居や本人の声で収

録された DVD の作成

など被爆体験の継承

とともに、被爆二世

の健康不安や悩みが

多く寄せられること

から、被爆二世の援

護施策の実施を求め

る運動を続けている

とした。 

 また、日本被団協は原水爆の禁止と原爆被害者

援護法の制定を柱としながら運動を続けてきたが、

94 年に成立した被爆者援護法は遺族への特別給

付金や被爆者年金などの国家補償を認めないもの

で、国が補償を行うことは「戦時下の非常事態で

は国民は犠牲を受任しなければならない」とする

受任論を脱し、国民の核戦争を拒否する権利を打

ち立てるものだと解説し、核戦争のない世界を実

現しようと呼びかけた。
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神戸市に抗議文を提出 
 核戦争を防止する兵庫県医師の会は、神戸市が今年 3月に突如、非核証明書の提出のない米掃海艇の

入港を許可したことへ抗議文を提出し、1975 年 3 月に市議会で採択された非核「神戸方式」を遵守する

よう求めた。抗議文は以下の通り。 
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九条の会・兵庫県医師の会 講演会 

安全保障のジレンマに陥る 

「抑止力」の有効性に疑問 

九条の会・兵庫県医師の会は 5 月 24 日、協会会

議室で講演会「『貧国強兵』化する日本－安全保障の

あり方を問う－」を開催。明海大学経済学部准教授

の宮﨑礼二先生が講師を務め、17人が参加した。 

 宮﨑氏は、政府は 2021 年度時点で GDP の 1％

（約 5 兆円）だった防衛費を 27 年度には 2 倍にす

る方針とし、補正

予算を含めれば 25

年度に 9 兆円に達

する可能性がある

一方、社会保障費

は 1.5％伸びてい

るものの物価上昇

を考慮すると実質

マイナスで、今の

日本政府は、軍事

力の増強を最優先

し、国民生活を後

回しにするという

「貧国強兵」を進めていると批判。また、その背景

には軍産複合体の利権があると指摘した。 

 戦争放棄を掲げる憲法 9 条は政府・与党にとって

「邪魔な存在」であり、正面からの改憲ではなく、

自衛隊の海外派遣、特定秘密保護法、武器輸出緩和

などを進めていくことで、9 条の空文化を進めてい

るとした。 

 現在、国会で審議されている学術会議法人化法案

もその一つであり、戦争に協力した反省から軍事研

究を拒否する学術会議の姿勢を転換させようとす

るものと批判した。 

 政府は軍拡を「抑止力」のためとしているが、日

本が軍事力を増やせば、周辺国も軍拡を進め、日本

がさらに軍拡を進めるという軍拡の悪循環に陥り、

緊張とリスクが高まり、安全保障のジレンマに陥る

とし、安全保障には、軍事力だけでなく、経済、外

交、文化、人的交流など、多様な手段が必要と、氏

は強調した。

 

保険医協会国際部 外務省に要請 

パレスチナへの医療支援 継続を  

兵庫県保険医協会は、3 月 13 日に外務省に要

請行動を実施。役員らが参加し、ガザをはじめと

したパレスチナの医療施設に対する武力行使を

行わせないこと、UNRWA（国連パレスチナ難民救

済事業機関）の活動を引き続き支援することな

どを求めた。 

 外務省は、イスラエルによる入植活動は明ら

かな国際法違反で凍結を求めていること、医療

施設への攻撃も国際法に基づいた対応が必要だ

とした。UNRWA は難民支援に不可欠であり、日本

政府としては今後も予算をつけて支援を続ける

とした。また、ガザのけが人や病人が日本で治療

できるよう石破首相は検討しているとし、「昨年

の国連安全保障理事会でのガザ即時停戦決議に

アメリカは拒否権を発動したため、日本政府か

ら意見した。言うべきことは言う立場だ」とした。 

日本は「貧国強兵」化してい
ると批判した宮﨑氏 

外務省担当者（右 2人目・3 人目）に要請した 
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非核の政府を求める会 総会 

 

カザフスタンの「ヒバクシャ」取材を報告 
 

 

非核の政府を求める兵庫の会は 3月 30日、協会

会議室で第 39 回総会を開催し、会員・市民ら 20

人が参加した。3月 24日に非核「神戸方式」のも

と、50 年間入港できなかった米艦艇が神戸港に入

港しており、その直後の総会となった。これを受

け総会では、神戸市がこれまで核兵器国・非核兵

器国問わず提出を求めてきた「非核証明書」を提

出しない米艦船の

入港を認めたこと

に抗議するととも

に、国内外から高

く称賛され、神戸

市民の宝である

「非核『神戸方式』」

の厳守を求める

「特別決議」を採

択した。 

記念講演では元毎日新聞記者で現在フリージャ

ーナリストの小山美砂さんが講演。旧ソ連の核実

験による被害を受け、現在核兵器禁止条約で重要

な役割を果たしているカザフスタンを実際に取材

した経験を話された。現在も続いている被害と現

地の「ヒバクシャ」のリアルな声、国際的には役

割を果たしているとされる政府にも国内のヒバク

シャからは厳しい目があることなどが紹介され、

参加者とも活発に意見交換がなされた。 

 

小山さんがカザフスタンの「ヒバクシャ」取材
について報告した 

核戦争防止国際医師会議世界大会（IPPNW）in 長崎 

日 時 10 月 2 日（木）～4日（土） 

会 場 出島メッセ（⻑崎県⻑崎市尾上町 4-1、JR 長崎駅すぐ） 

 主 催 核戦争防止国際医師会議 日本支部 

 共 催 広島県医師会、長崎県医師会 

 プログラム（詳細未定） 

  「原爆の人体への影響に関する 80 年の総括」「被爆者・核実験被爆者の証言」ほか、「気候危機

と核兵器」「AIと核兵器」などのパネルディスカッション、「Don’t Bank On the Bomb キャンペー

ン」のワークショップなどを予定。 

ホームページ https://www.congre.co.jp/ippnw2025/jp/index.html （または上記 QRコード） 

 参加希望の方は、核戦争を防止する兵庫県医師の会事務局 arimoto@doc-net.or.jp まで 
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Don’t Bank On the Bomb キャンペーン 

核兵器製造企業への投融資禁止を求め太陽生命と懇談 

核兵器への投資禁止は当然 

全国保険医団体連合会（保団連）と近畿反核医

師懇談会の関係役員・事務局は４月 21 日、

“Don’t Bank On the Bomb（核兵器にお金を貸す

な、略称 DBOB）”キャンペーンの一環として太陽

生命と懇談した。 

太陽生命は保団連共済の保険医年金を共同で受

託している生命保険会社であり、2024 年度の投資

方針に「核兵器製造企業への投融資禁止」を明記

したことから、その経緯や運用状況について意見

交換するために懇談を申し入れた。 

懇談では、住江憲勇・保団連名誉会長があいさ

つし、「被爆の被害は根本的な治療法がなく、医師・

歯科医師は核兵器廃絶に切なる思いを持っている。

企業倫理がいっそう求められる時代であり、それ

に応えていただくことが貴社の社会的価値を高め

ることになる」と期待を寄せた。 

 近畿反核医師懇談会からは DBOB 運動の概要に

ついて報告。2019 年の開始以来、核兵器製造企業

への投融資を禁止した国内金融機関が１社から14

社に増加している現状を説明し、運動への協力を

求めた。 

 太陽生命からは、清友美貴・取締役常務執行役

員をはじめ、運用企画部の佐藤義剛部長、立脇裕

子課長が出席。同社は「従来から非人道兵器に対

して投融資を禁止しており、昨年からは核兵器製

造企業も対象に追加した。ESG（環境・社会・企業

統治）のチェックシートに基づき投資先を選定し

ている」と説明。核兵器製造企業の定義について

は、DBOB 運動を推進するオランダの NGO「PAX」が

特定した 24 社を対象にしていると述べた。 

 投資方針の見直しの経緯として、「他の金融機関

の動きも参考に、T＆Dグループのなかで見直した

方が良いとの意見を受けた対応。社内では『時代

の流れとして当然』と受け止められ、異論は出な

かった」と説明があった。 

中村新太郎・大阪府歯科保険医協会理事は、日

本生命が先行して投資禁止を打ち出し、NHK 番組

の取材を受けた事例に触れ、企業イメージの向上

につながっていることを紹介。松井和夫・和歌山

県保険医協会理事は、「日本の金融機関では外部委

託資産を通じて結果的に核兵器製造企業に投融資

している例があり、PAX レポートで最高評価の『名

誉の殿堂』を獲得した国内企業はない。太陽生命

がその第一号になることを期待している」と激励

の言葉を述べた。 

 

  

太陽生命に対し核廃絶のための協力を呼びかけ
た 

PAX の最新レポートは下記アドレスまたは右の QRコードから 

ご覧いただけます。 

http://www.hhk.jp/dbob/reports/594/  

http://www.hhk.jp/dbob/reports/594/
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お問い合わせは 078-393-1807（事務局）まで！ 


